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環境に配慮した技術の取組み
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要約　パリ協定の下で国際社会は、今世紀後半に世界全体の温室効果ガス排出量（GHG）を実質的にゼ
ロにすること、つまり「カーボンニュートラル」を目指している。国際海事機関（IMO）のGHG削減
目標も、パリ協定に基づく先進締約国と同等とするGHG削減戦略として採択されている。近年、世界
的に脱炭素化の流れが加速している。全球的な脱炭素社会の実現に向けて、あらゆる分野でさまざまな
改善が計画されている。船舶・港湾においても、高い目標を掲げ推進していかなければならない。

1．　はじめに

世界各地で発生する異常気象、地球温暖化の大きな
要因となっている大気中に排出される二酸化炭素の削
減、さらに世界的な環境に対する意識が高まり、温室
効果ガス（以降 GHG）の排出実質ゼロ、いわゆるカー
ボンニュートラルを実現するために、あらゆる分野で
さまざまな環境イノベーションが必要である。我が国
の国際輸送インフラの 99.6％を担う船舶、かつ我が国
の CO2 排出量約 6 割を占める産業が立地する港湾に
おいても、例外なく環境イノベーションが必要となる。

本稿では、エネルギー・環境技術の革新を追求し、
広く世の中に貢献してきた富士電機の、船舶・港湾分

野における環境に配慮した技術の取り組みについて紹
介する。

2．　船舶・港湾における世の中の動向

2015 年に採択されたパリ協定を受け、日本は GHG
排出の 2030 年度削減目標を 2013 年度比で 28.0％減と
する約束草案（2015 年）を策定した。

一方、国際海事機関（以降 IMO）は、2050 年まで
に国際海運からの GHG 総排出量を 50％削減とする
GHG 削減戦略（2018 年）を打ち出した（図 1）。

図 1　国際的な環境規制に対する世の中の動向


